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２．茨城県 

 

 

事業名    ：環境フロンティア技術開発 

事業総括    ：角田 芳夫（茨城県副知事）  

研究統括          ：須藤 隆一（東北工業大学客員教授）  

新技術エージェント  ：田井 慎吾（(有)つくばインキュベーションラボ取締役）  

              ：上原 健一（(有)つくばインキュベーションラボ取締役）  

中核機関        ：(財)茨城県科学技術振興財団 

コア研究室       ：(株)つくば研究支援センター内 

県の担当部署     ：茨城県生活環境部霞ヶ浦対策課（現環境対策課水環境室） 

 

 

２．１ フェーズⅡまでの要点 

 

２．１．１ 事業の目的 

 

霞ヶ浦においては、水質汚濁や富栄養化が進行しており、その結果、アオコなどの植物プラン

クトンの大量発生による悪臭の発生や景観の悪化、動植物および水道水への悪影響が懸念され

るなどの問題が顕在化し、その環境修復対策が重要となっている。 

このような背景のもと、茨城県では「環境フロンティア技術開発」を課題として、汚濁湖沼等の水

環境修復技術の開発（以下、霞ヶ浦水質浄化プロジェクト）および環境モニタリングのプラットフォ

ームとしての新飛行船技術の開発（以下、新飛行船プロジェクト）を推進し、合わせて湖水浄化に

係わる地域ＣＯＥ拠点の構築を目指した。 

霞ヶ浦水質浄化プロジェクトでは、生物処理工学のバイオエンジニアリングおよび自然生態系

において工学を導入したエコエンジニアリングによる水環境修復システムの開発とモニタリングシ

ステムによる水質改善効果の総合評価を行い、また、新飛行船プロジェクトでは、地球環境保全

のための高層大気の直接観測および定常的な観測手段となる成層圏下層に長期滞在可能な飛

行船を開発することを目的とした。 

 なお、結集型事業として取り組んだ課題のうち新飛行船プロジェクトについては、フェーズⅠをも

って終了し、既に終了報告済みであることから、以下、本報告書では、霞ヶ浦水質浄化プロジェク

トを中心にまとめる。
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２．１．２ フェーズⅡまでの成果 

 

（１）地域ＣＯＥの構築 

 

 大学、国（独立行政法人）や茨城県の試験研究機関、研究開発型企業の４７機関、約１３０名の

研究員が結集して研究に取り組んだ。 

研究の中心となるコア研究室は、参加機関の有機的な連携の下に研究が進められるよう、つく

ば研究支援センター内に整備された。また、実証実験を行う場として、小絹、鶴沼、内水面水産

試験場の３か所に実験ヤードを設置した。 

さらに、霞ヶ浦水質浄化プロジェクトの円滑な運営とネットワークの構築を図るため、プロジェクト

発足と同時に「霞ヶ浦浄化技術研究会」を設置した。 

 

（２）研究成果 

 

平成９年１１月に発足したフェーズⅠでは、霞ヶ浦水質浄化プロジェクトの研究開発体制は３つ

の分科会（以下、ＷＧ）に分かれ、全体で８研究課題、５６研究テーマとなっていたが、中間評価

での指摘事項を踏まえ、平成１２年度から始まるフェーズⅡでは、４つのＷＧに分かれ、全体を１４

研究課題、３２研究テーマに再編・集約した。以下、成果の概要をまとめる。なお、本プロジェクト

ではＷＧのリーダーを座長と称している。 

 

Ａ．ＷＧⅠ「流域対策技術の開発」（座長：稲森 悠平（(独)国立環境研究所主席研究官）） 

ＷＧⅠでは、霞ヶ浦の流入環境負荷の約４割を占める生活排水系由来の有機物・窒素・リン

の発生源対策および資源の循環再利用に関する研究を、３研究課題、３０研究テーマから７研

究課題、１６研究テーマに再編・集約して行った。研究課題は、それぞれが独立したものではな

く関連しているので、ＷＧⅠ全体としての成果をまとめると以下のとおり。 

 

（ａ）高度処理浄化槽システム 

窒素除去の律速段階である硝化反応に係わる硝化細菌を後記ＷＧⅡ（d）で開発したヘド

ロセラミックス担体に高密度に定着させる高度処理浄化槽システムを開発した。処理性能は、

従来のセラミックスを用いた浄化槽と同等のＢＯＤが１０mg/l 以下、Ｔ-Ｎが１０mg/l 以下となる

ことを確認した。 

 



 24

（b）リン除去・資源回収システム 

プロジェクトとしての水質目標値 T-P０．５mg/l 以下の処理性能を有する鉄電解リン除去プ

ロセスと吸着脱リンプロセスを開発し、このプロセスを上記（a）「高度処理浄化槽システム」に

組み入れた窒素・リン除去高度処理浄化槽システムとして事業化した。 

①鉄電解リン除去プロセス：鉄電極を使用した電気分解によりリン酸鉄として沈降除去 

②吸着脱リンプロセス：粒状ジルコニウムフェライト系吸着担体でリンを吸着除去後、リンは

高純度リン酸ナトリウムとして回収、担体は再使用 

   

（c）有用微生物の高密度化システム 

生活廃水の処理で重要な役割を担う有用微生物(ワムシ類)をスポンジ担体流動型高度処

理浄化槽に高密度･定着化する手法を開発し、処理水の透明度向上が長期間続くことを確

認した。 

 

（d）ハイブリッド型河川・水路浄化システム 

汚濁水を嫌気槽（プラスチック担体充填）と好気槽（セラミックス担体充填）のシリーズで処

理後、脱リン剤吸着塔でリンを除去する浄化システムを開発し、除去率がＢＯＤで８５%以上、

Ｔ-Ｎで５０%以上、Ｔ-Ｐで５０%以上の浄化性能を得た。 

 

（e）無動力型嫌気ろ床／土壌トレンチ浄化システム 

生活排水等を嫌気ろ床／土壌トレンチを無循環、無動力で通過させて浄化する技術を開

発した。目標水質に応じてこれを２～３セット接続することにより、水質がＢＯＤで１０mg/l 以下、

Ｔ-Ｎで１０mg/l 以下、Ｔ-Ｐで０．５mg/l 以下の浄化性能を実証試験で達成した。 

 

（f）水耕栽培ビオパーク方式浄化システム 

クレソン、クウシンサイなどの食用植物を植栽したビオパーク方式の浄化システムを開発し、

湖沼等に生息しているアシ、ガマより優れた浄化性能を有することを確認した。生育した食用

植物は間引き収穫でき、間引きによって浄化能力を保持できた。 

 

これ以外に、キャピラリーろ過による水の浄化技術、オゾン処理による難分解性有機物質（臭

気物質）の分解技術などを開発した。 

 

 



 25

Ｂ．ＷＧⅡ「湖内対策技術の開発」（座長：松村 正利（筑波大学教授）） 

ＷＧⅡでは、フェーズⅠで開発された汚濁湖沼の直接浄化に係わる要素技術を重点化して、

３研究課題、１７研究テーマから４研究課題、９研究テーマに再編・集約した。成果は以下のと

おり。 

 

（a）湖沼底質の改善浄化手法 

湖底における溶残酸素濃度の高い冬季に耐冷性有機物分解菌を用いて底泥の無機化を

促進し、溶存酸素濃度の低い夏期に密度流拡散装置を稼働させて底層の好気化を図りなが

ら、汚泥を酸素の豊富な水中に縣濁させて酸化分解するシステムを開発した。 

 

（b）微生物を用いた藍藻類除去システム 

培養したアオコ溶藻細菌を生分解性プラスチックに固定した固定化製剤を用いた実証試

験において、散布後２日間でほぼ全てのアオコが水面から消失できた。さらに、糸状性藍藻

を効率よく捕食する原生動物のアメーバー類を見いだした。 

 

（c）物理化学的手法を用いた藍藻類除去システム 

既存の加圧浮上法に比べ装置費、ランニングコストともに優位な電気分解によるアオコ浮

上分離法を開発した。さらに、高電圧パルスによって発生するラジカルの酸化力でアオコを

分解する技術を開発し、生活排水や養豚廃水の処理にも適用できることを確認した。 

 

（d）藍藻類・汚泥の有効利用 

霞ヶ浦のヘドロから微生物付着性の高い多孔性担体ヘドロセラミックスの製造技術を開発

した。ヘドロセラミックス担体として浄化槽の固定床などに使用する沈降性セラミックスとアオコ

溶藻性細菌の担体などの浮上性セラミックスの２つを開発した。 

 

Ｃ．ＷＧⅢ「モニタリング技術の開発」（座長：前川 孝昭（筑波大学教授）） 

ＷＧⅢでは、霞ヶ浦を対象とした新規なモニタリング・環境評価技術の開発を継続し、２研究

課題、９研究テーマから２研究課題、５研究テーマに再編・集約した。成果は以下のとおり。 

 

（a）流域管理のモニタリングシステム 

近赤外分光法を用いて環境測定した情報をニューラルネットワークを用いて解析すること

により、富栄養化の主要因である懸濁態窒素、リン、クロロフィルａ等の連続モニタリング、優
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占藻類の識別と藍藻類発生パターン認識が可能となり、アオコ発生に影響する主因子を明ら

かにした。 

 

（b）水質改善費用およびエネルギー投入効果の評価手法 

結集型事業で開発された新技術と既存の水質浄化技術を組み合わせて、霞ヶ浦というフィ

ールドにおいて最大限の水質浄化効果を発揮しうるパターンを推計できた。 

 

Ｄ．ＷＧⅣ「総合的な流域管理手法の確立」（座長：氷鉋 揚四郎（筑波大学教授）） 

研究成果を茨城県の施策の中に活かすための具体的方策と地域社会に対する研究成果の

公開や技術の普及、啓発を視野に入れた検討が重要であることなどから、社会システム学的視

点を持ったＷＧⅣとして、フェーズⅡから１研究課題、２研究テーマを新設した。成果は以下の

とおり。 

 

（a）地域社会環境システム総合評価モデル 

開発した「地域社会環境システム総合評価モデル」は、霞ヶ浦流域内の社会経済活動と水

質汚濁物質の動態及び流域内の水循環を同時に把握・制御するもので、公共投資のあり方

が問われている昨今、霞ヶ浦水質浄化事業の効果を事前に評価し、社会受容性の高い計画

を提示するものである。社会受容性に関しては、地域住民へのアンケート調査によって複数

の水質水準に対する住民の経済評価を定量化した。 

 

（b）水質改善の費用投資効果のシミュレーション 

上記モデルのシミュレーションによって、県の霞ヶ浦水質改善計画における予算支出の優

先順位は、概ね生活系及び面源発生源対策、河川・湖沼での除去対策、生産系発生源対

策の順で実施すべきことを明らかにした。 

 

フェーズⅡまでの研究で得られた成果をまとめると表Ⅱ－１０のとおり。 

表Ⅱ－１０ フェーズⅡまでの成果一覧 

項  目 件  数 

原著論文 国内：４９件、国際：２６件 

特許出願 国内：８件 、国際： ―件 

実用化 １０件 

商品化  ３件 

起業化  ３社（うち１社はその後解散） 

 



 27

なお、新飛行船プロジェクトは、平成１１年に発足した航空宇宙技術研究所（現(独)宇宙航空

研究開発機構）のミレニアム・プロジェクト「成層圏プラットフォーム」に、結集型事業での研究開

発に使用した飛行船の収納庫や取扱設備、成果である操作マニュアルなどを移転し、前述のと

おりフェーズⅠで終了しており、ネットワークや研究はその後継続されていない。 

 

 

２．２ フェーズⅢの概要 

 

２．２．１ フェーズⅢの対応方針 

 

茨城県では、事後評価での指摘事項を踏まえ、それぞれの指摘事項に対する対応方針を検

討の上、フェーズⅢを推進することとした。 

 

まず、窒素・リン除去高度処理浄化槽システムの普及促進に関しては、本方式を霞ヶ浦方式浄

化槽として型式認定するとともに、浄化槽設置に当たっての補助制度を茨城方式として新設し、

その普及を促進することとした。 

また、フェーズⅡまでの成果の展開と関係方面への開示の方法の一つとして、「第４期霞ヶ浦

に係わる湖沼水質保全計画（以下、湖沼水質保全計画）」を策定するに当たっては、市町村、県

庁内関係各課、茨城県環境審議会等の広範な意見を聴取し、フェーズⅡまでの成果を盛り込む

こととした。さらに、霞ケ浦の水質浄化に対する理解と協力を得るため、県・市町村・各種団体と一

体となった水質浄化運動を展開することとした。 

 茨城県は、霞ヶ浦方式浄化槽設置への補助制度や県の生活環境保全条例による排水規制強

化などを導入して、霞ヶ浦の水質浄化対策を推進するとともに、平成１６年に竣工を予定していた

「霞ヶ浦環境センター」の設立を急ぎ、水環境問題に関する地域ＣＯＥ拠点として強化発展させる

ことを目指した。 

 

事後評価における主な指摘事項とフェーズⅢに向けての対応方針をまとめると、表Ⅱ－１１のと

おり。 
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表Ⅱ－１１ 事後評価における指摘事項および対応方針 

評価項目  指 摘 事 項 対 応 方 針 

霞ヶ浦周辺の自治体において結集型事業で開発さ

れた新型の浄化槽設置の指導要領を定めるなどの

動きが見られ、地域における成果の展開策として期

待する。 

霞ヶ浦方式浄化槽の普及を目

指し、認定を行うとともに窒素・

リン除去浄化槽の補助制度を

導入する。 

フェーズⅡ時点で得られた成果の展開および霞ヶ

浦浄化全体事業の中でどこまで到達できているか

を明確にし、広く関係方面に示す必要がある。 

① 事 業 目

標 の 達 成

度 及 び 波

及 効 果 並

び に 今 後

の展望 

本来の環境プロジェクトで重要な要素である住民と

の合意形成などに関して、現時点ではまだ不十分

であり、今後の取組に期待する。 

湖沼水質保全計画は、市町

村、庁内関係課、環境審議会

等広範な意見を聴いて策定

することとしており、これにプロ

ジェクトの成果を盛り込んで策

定する。 

この研究成果から霞ヶ浦水質が何％改善する可能

性があるといった表現が望まれる。 

湖沼水質保全計画で、プロジ

ェクトの研究成果を事業に反

映させるとともに、水質改善効

果を定量的に把握する。 

② 研 究 開

発 の 達 成

度 及 び 成

果 並 び に

今 後 の 展

望 

フェーズⅢにおいては、人文社会学的アプローチ

をも包括する形の新しい取組を期待する。 

人文社会学的アプローチの形

の新たな取組を進める。 

新規創業３社は評価できるものの、特許申請８件は

少ない。研究開発への参加企業が増える一方で、

実用化の取組との関連にやや不明確な部分があ

り、今後の解決課題と思われる。 

本研究成果およびこれから派

生した事業による成果移転を

推進する。 

③ 成 果 移

転 に 向 け

た 取 組 の

達 成 度 及

び 今 後 の

展望 

潜在市場の大きい浄化槽が開発されているが、事

業化に向けては官の誘導が必要と思われる。環境

ビジネスの産業化という視点で政策は重要である

が、住民に向けて何を訴えてきたのかも重要であ

る。フェーズⅢにおいてこのまま消失しないことを期

待する。 

研究成果移転を促進するた

め、県の科学技術振興指針に

基づき、各種事業を展開す

る。 

霞ヶ浦の水質浄化に対する理

解と協力を得るため、県・市町

村・各種団体と一体となった水

質浄化運動を展開する。 

財政的な支援だけでなく、環境問題固有の規制的

な手法の早期実施、条例の早期制定など、引き続

き自治体としての取組に期待したい。 

条例の制定など規制的な手

法の導入により霞ヶ浦の水質

浄化対策を推進する。 

④ 都 道 府

県 等 の 支

援 及 び 今

後の展望 今後「霞ヶ浦環境センター」がＣＯＥとして強化発展

していくことを期待する。 

「霞ヶ浦環境センター」をＣＯＥ

の拠点として強化発展させる。

 

２．２．２ 茨城県の支援体制 

 

（１） 地域の支援体制の概要 

 

茨城県は、最近改訂・策定したつくば地域を中心とした科学技術振興に関する構想を踏まえて、

フェーズⅢを次の推進体制で取り組んだ。 
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①科学技術推進体制  

・産学連携の推進：平成１５年度に商工労働部産業政策課に「産学連携推進室」を設置 

・科学技術の振興：平成１７年度に企画部に「科学技術振興室」を設置 

 

②フェーズⅢの推進体制  

・霞ヶ浦水環境対策：生活環境部霞ヶ浦対策課（現環境対策課水環境室） 

・結集型事業の中核機関：(財)茨城県科学技術振興財団 

・地域ＣＯＥ拠点：霞ヶ浦浄化技術研究会（平成９年に設置） 

茨城県霞ケ浦環境科学センター（平成１７年４月に開設） 

 

Ａ．競争的資金等の獲得 

競争的資金等として、「霞ヶ浦バイオマスリサイクル開発事業」、「豊かな生き物を育む湖沼の

再生」、「霞ヶ浦における水と人とのかかわり」の３つの事業を獲得した。 

 

 「霞ヶ浦バイオマスリサイクル開発事業」は、フェーズⅡまでの成果を家畜排泄物等の廃棄物

処理に応用し、生ゴミと家畜ふん尿のエネルギー資源化および廃棄物の有効利用化技術によ

るバイオマスリサイクルプロセスの開発を行った。 

事業名 都市エリア産学官連携促進事業（文部科学省） 

事業期間 平成１４年度～平成１６年度 予算規模 ２７７，５００千円 

研究テーマ 霞ヶ浦バイオマスリサイクル開発事業 

主な参加研究機関 筑波大学、(独)国立環境研究所、(独)農業・生物系特定産業技術研究

機構、(財)茨城県科学技術振興財団 

 

  「豊かな生き物を育む湖沼の再生」は、フェーズⅡまでの成果である霞ヶ浦の底泥浄化技術等

が霞ヶ浦の生態系に及ぼす効果をパイロットスケールで実証した。 

事業名 環境技術開発等推進事業（環境省）   

事業期間 平成１５年度～平成１６年度 予算規模 ９４，８７３千円 

研究テーマ 豊かな生物を育む湖沼の再生 

主な参加研究機関 筑波大学、(独)国立環境研究所、(財)茨城県科学技術振興財団 

 

  「霞ヶ浦における水と人とのかかわり」は、霞ヶ浦流域における人と水関連の係わりについての

調査研究、フォーラムを行った。 

事業名 自然共生型流域圏の再生（国土交通省）   

事業期間 平成１４年度 予算規模    ４，９０７千円 

研究テーマ 霞ヶ浦における水と人とのかかわり 

主な参加研究機関 筑波大学、(財)茨城県科学技術振興財団 
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Ｂ．茨城県単独支援事業の予算措置 

茨城県単独支援事業として、「霞ヶ浦方式浄化槽設置促進事業費」（平成１５年度～）、戦略

分野関連産業推進事業－産学連携チャレンジ補助」（平成１６年度～）、地域 COE 拠点として

「茨城県霞ケ浦環境科学センターの設置等」（平成１４～１６年度）を実施した。 

 

Ｃ．研究者等ネットワークの形成・維持 

   結集型事業発足と同時に産学連携の強化を図るため設置した「霞ヶ浦浄化技術研究会」

（平成９年度～）を継続、つくばを起業・新事業創出および知識産業集積地の拠点づくりの活

動「つくば産業フォーラム」の中で「循環型社会を目指すつくばフォーラム」（平成１４年度～）と

「つくばエンバイロフォーラム」（平成１４年度～）を推進した。 

 

（２）地域による主な支援策の概要 

 

Ａ．霞ヶ浦方式浄化槽設置促進事業費（平成１５年度～） 

事業主体 茨城県（生活環境部 廃棄物対策課） 

事業概要 結集型事業で開発した窒素・リン除去高度処理浄化槽システムを霞ヶ浦

方式浄化槽として普及するため、浄化槽設置費用等を補助する。 

事業の成果

又は現状 

現在浄化槽の水質基準として窒素、リンが規制されていないため、優れ

た技術ではあるが、既存の浄化槽に比べ高価、メンテナンスが難しいな

どの理由で、本浄化槽の普及は必ずしも順調とは言えない。 

平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度 予算額 

（千円）      －  １０４，８６０   ８０，０７７   ７６，０７４ 

 

Ｂ．戦略分野関連産業推進事業―産学連携チャレンジ補助（平成１６年度～） 

事業主体 茨城県（商工労働部 産業政策課） 

事業概要 産業分野における集積効果を十分に発揮するため、組織を越えた研究

機関の連携、融合研究体制の整備、企業への技術移転、事業化・起業

化支援、セミナーなどを企画・運営し、ここで生まれた委託研究、共同研

究を産学連携チャレンジ補助で支援する。 

事業の成果

又は現状 

茨城県霞ケ浦環境科学センター設立、産業フォーラムの中の関連する２

つのフォーラム設置、霞ヶ浦バイオマスリサイクル開発事業の推進等に

成果を反映し、産学連携の機運の醸成に繋がった。 

平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度 予算額 

（千円）     －     －   ２３，２００   ２３，２００ 

 

 

 



 31

Ｃ．茨城県霞ケ浦環境科学センターの設置等（平成１４年度～１６年度） 

事業主体 茨城県（生活環境部 霞ヶ浦対策課（現環境対策課水環境室）） 

事業概要 霞ヶ浦をはじめとする県内の湖沼、河川の水質や大気などの環境保全

を推進するため、市民・研究者・企業・行政のパートナーシップのもとそ

れぞれが連携、協力して取り組むための総合拠点として平成１７年４月

開設した。 

事業の成果

又は現状 

平成１７年４月に開設し、霞ヶ浦の水質保全等に係わる地域ＣＯＥとして

活動している。 

平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度 予算額 

（千円）  ２６６，３００  ９７４，００９  ２，８８７，４３６     － 

 

Ｄ．霞ヶ浦浄化技術研究会（平成９年度～） 

事業主体 茨城県（生活環境部 霞ヶ浦対策課（現環境対策課水環境室）） 

事業概要 結集型事業「霞ヶ浦水質浄化プロジェクト」を円滑に推進するために研

究会を設置し、情報交換、ネットワークの構築、事業成果の応用等を推

進する。 

事業の成果

又は現状 

現在までに、研究会を計８回開催した。参加人員は当初の約５０人から

現在約１００人と増加している。 

平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度 予算額 

（千円）    ２，０００    ２，０００     ２，０００    ２，０００ 

 

Ｅ．循環型社会を目指すつくばフォーラム＊（平成１４年度～） 

事業主体 循環型社会を目指すつくばフォーラム（商工労働部 産業技術課） 

事業概要 

 

 

 

つくば産業フォーラム（５分野６フォーラム）の１つで、環境事業を専門と

する企業が集結し、循環型社会を目指して企業と研究機関の連携による

共同研究・開発等を推進する。 

代表幹事：(株)ダイヤ分析センター 

事務局  ：茨城県工業技術センター いばらきサロン 

事業の成果

又は現状 

年２回程度開催している。現在の会員は８７団体、企業５８社となってい

る。 

平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度 予算額＊ 

（千円）     －    ２，５００     ２，５００    ２，５００ 

   ＊：つくば産業フォーラム全体の予算 

 

Ｆ．つくばエンバイロフォーラム（平成１４年度～） 

事業主体 つくばエンバイロフォーラム（商工労働部 産業技術課） 

事業概要 

 

 

 

 

つくば産業フォーラム（５分野６フォーラム）の１つで、環境関連の企業が

集結し、環境浄化に関する講演会・施設見学会・ビジネスプラン発表会

等を開催し、企業と研究機関の連携による共同研究・開発等を推進す

る。 

代表幹事：中山環境エンジ(株) 

事務局  ：茨城県工業技術センター いばらきサロン 
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事業の成果

又は現状 

年２回程度開催している。現在の会員は３９団体、企業１０２社となってい

る。 

平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度 予算額＊ 

（千円）     －    ２，５００     ２，５００    ２，５００ 

   ＊：つくば産業フォーラム全体の予算 

  

フェーズⅢにおける推進体制の全体スキームは図Ⅱ－３のとおり。 

図Ⅱ－３ フェーズⅢにおける推進体制の全体スキーム 

 

２．２．３ 研究テーマの状況 

 

 フェーズⅡで取り組んだ研究テーマは４ＷＧ、１４研究課題、３２研究テーマに分けられ、この中

の３２研究テーマは研究型が１１テーマ、開発型が２１テーマとなる。ここでは、これらの研究テー

マを研究課題ごとに集約してまとめる。 

 

（１）継続中ないし展開したテーマ 

 

Ａ．流域対策技術の開発（フェーズⅡのＷＧⅠ） 

（a）有用高機能微生物の特性評価と応用化技術 

・「有用微生物（ワムシ類）を用いたバイオマニピュレーション」は、明星大学のアジア環境
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研究センターの研究テーマの一つとして継続研究している。今後も、既に取得した科学

研究費補助金／基盤研究費Ｂ（平成１７～１９年度）等で研究を継続する。 

・「有用微生物による水質浄化」は、(株)イイダ微研が県内の岩間町下郷の溜池に閉鎖系

モデルとしての実証プラントを設置して検討している。平成１７年度に完了するので、引

き続き事業化を社内事業として検討する。 

 

（b）土壌微生物を用いた生態工学浄化システム 

・「嫌気ろ床／土壌トレンチ浄化システム」は、後記の「電気化学的処理による藍藻類・汚

泥等の処理技術」などと組み合わせて、都市エリア産学官連携促進事業／霞ヶ浦バイ

オマスリサイクル開発事業（以下、霞ヶ浦バイオマスリサイクル開発事業）で研究が継続

された。その概要は、フェーズⅡまでの成果を家畜排泄物等の廃棄物処理対策に応用

した生ゴミと家畜ふん尿のエネルギー資源化と廃棄物の有効利用化で、２相式メタン発

酵システムの開発に繋がり、その後「プラグフロー２相式メタン発酵システム」として事業

化した。 

・具体的には、家庭の生ゴミと水質汚濁原因の一つとなっている家畜排泄物を混合した廃

棄物を効率的に嫌気発酵させ、その過程で発生するメタンガスを燃料として熱と電気の

回収を行う技術を開発した。また、発酵残液は電気化学的廃水処理システムにより、有

機物だけでなく窒素やリンも除去するとともに、発酵残さは炭化処理して環境修復資材

として活用するなど、生ゴミや家畜排泄物の有効利用を図る有機系廃棄物処理のトータ

ルシステムを構築した。 

・「花水路、ジョーカーユニットによる窒素・リン除去システム」は、フェーズⅡまでに目標水

質(BOD、T-N、T-P がそれぞれ１０、１０、１ mg/l 未満)を達成したので、茨城県に霞ヶ

浦方式として指定申請をした。まだ認可が得られていないため、事業化等の研究は中

断している。 

 

（c）高機能微生物を活用した省エネ・省コスト型生活系・事業場系排水の窒素・リン・難分解 

性有機物除去技術 

・茨城県企業局が浄水処理上、霞ヶ浦の臭気濃度の低減が課題となっていることから、

「活性汚泥・オゾン酸化処理システムにおける汚泥減量化と有機物・窒素・リン・生物相

の挙動解析」のテーマから派生した、オゾン処理システムを活用しての霞ヶ浦の取水原

水中の臭気物質の分解処理実験を行ったところ、企業局が管理基準として定めた５

ng/l 以下は、オゾン処理によって達成できることを実証した。(国の基準は１０ng/l 以
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下。) しかし、霞ヶ浦の底泥中にある海水成分の臭素イオンのオゾン処理によって有害

な臭素酸が副生され、新たに制定された臭素酸の水質基準を満たさないことがわかっ

たため、湖沼での採用を見送り、利根川水系の上水道処理のみに採用した。今後、臭

素酸の副生成防止の技術開発を進めることが課題となっている。 

 

   （d）水生植物を用いた生態工学浄化システム 

・「有用植物を使った水浄化（ビオパーク方式）」は、(株)トップエコロジー（現在(株)クライス

に業務移管）においてビオパーク方式の計画・設計、施行・管理運営の指導に結集型

事業の成果を活用して、国内外に多くの販売実績を得、その過程で「ビオパレット」、「グ

リーンサークル」を商品化した。現在、畜産排水や窒素の多い工場排水処理への応用

研究を進めている。 

・「資源循環・ビオトープ共生型ハイブリッド浄化システム」は、東北大学にてヨシ植栽水路

による下水２次処理水の高度処理の研究、休耕田を活用した植栽浄化研究として継続

している。 

 

（e）直接方式による有用微生物又は物理化学的手法を活用した低濃度汚濁水の処理技術 

・「キャピレックスを利用した水処理技術」は、中山環境エンジ(株)にて生活排水、食品加

工や廃棄物処分場の排水処理等１０社のフィールドテストを実施し、有効という結果を

得た。(独)中小企業基盤整備機構の平成１７年度事業化助成金を得て生活排水処理

の実証試験に入った。 

 

（f）窒素・リン除去型への既存浄化槽の改良及び新技術 

・「吸着剤を用いた生活排水からのリン除去・回収システム」は、フェーズⅢとして残された

課題であった吸着脱リンプロセスのリンを高純度リン酸ナトリウムとして回収する実証試

験を、(独)国立環境研究所のバイオエコエンジニアリング研究施設に設置した実証プラ

ントで実施し、目標性能を達成した。 

 

Ｂ．湖内対策技術の開発（フェーズⅡのＷＧⅡ関連） 

（a）湖沼底質の改善浄化手法 

・「密度流拡散方式による大規模汚泥湖沼の水質改善、土着微生物による湖沼底質改

善」は、環境技術開発等推進事業／豊かな生き物を育む湖沼の再生（以下、豊かな生

き物を育む湖沼の再生）で実用化を目指したパイロットスケールでの底質改善効果の実
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証試験として研究が継続され、霞ヶ浦全体の環境負荷の約半分を占めるといわれる底

泥浄化の技術開発を行った。 

・具体的には、底泥浄化による生態系に及ぼす効果を短期間に明らかにするために、

（独）国立環境研究所のバイオエコエンジニアリング研究施設内に構築した人工池にパ

イロットスケールの底泥流動・酸化促進装置を設置し、水質・底泥などについて化学的、

生物生態学的にモニタリングし、評価した。 

・一方、参加した企業では、まだ研究段階で会社事業として取り上げる段階にない、この

分野から撤退した等の理由で研究を中断した。 

   

（b）微生物を用いた藍藻類除去システム・湖沼水質改善技術 

・「微生物を用いた藍藻類除去システム」は、環境省の環境技術等推進事業で実験池の

透明度改善効果を確認できた。 

 

（c）物理化学的手法を用いた藍藻類除去システム・湖沼水質改善技術 

・「電気分解を用いた沈降分離」は、(株)イガデンが国土交通省のダム湖水質浄化現地予

備試験業務の「水質汚濁物質（重金属類）沈降分離」（平成１５～１６年度）として、国内

のダム４カ所で水質汚濁物質分離の実証試験を進めている。薬品を一切使用しない水

処理設備「マイクロウオーターシステム」として商品化した。 

・「電気化学的処理による藍藻類・汚泥等の処理技術」は、研究課題「藍藻類・汚泥の有

効利用」の「メタン化と固形化処理による有効利用」技術などと組み合わせて、霞ヶ浦バ

イオマスリサイクル開発事業で開発した２相式メタン発酵システムに発展し、前述の「プ

ラグフロー２相式メタン発酵システム」の事業化に繋がった。 

 

Ｃ．モニタリング技術の開発（フェーズⅡのＷＧⅢ関連） 

（a）流域管理のための水質改善費用投資及びエネルギー投入効果の評価手法 

・「費用及びエネルギー投入量から見た処理設備の適性配置手法」は、バイオマスリサイ  

クル開発事業などに展開した。 

・この研究課題に参加したダイシン設計(株)は、「流域の水質環境負荷の軽減」をテーマ

に、生ゴミ焼却処理の限界から豚ふん尿混合メタン発酵によるＣＯ２ 削減を目的に、霞

ヶ浦バイオマスリサイクル開発事業でメタン発酵の装置化を検討したが、売電単価アッ

プなどの国の政策が不可欠という結果に終わった。現在、河川に放流できるレベルの

電気化学的水処理技術の開発を継続している。 
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Ｄ．総合的な流域管理手法の確立（フェーズⅡのＷＧⅣ関連） 

（a）総合的な流域管理手法 

・「地域社会環境システム総合評価モデル」は、霞ヶ浦バイオマスリサイクル開発事業によ

り従来の霞ヶ浦の水質浄化から温室効果ガスや大気汚染物質の発生抑制を組み込ん

だモデルまで発展させた。 

・「モデルによるシミュレーション」は、上記事業以外に、茨城県古河市のバイオマスリサイ

クル事業、広島県の廃棄物処理システム等で実施した。 

  

Ｅ．共通 

  茨城県霞ケ浦環境科学センターでは、フェーズⅡまでの成果の継承も含めた平成１７年度

水環境調査研究事業として次の調査研究を開始した。 

（a）研究企画事業 

茨城県内の研究機関間の連絡調整会議を設置し、霞ヶ浦に関するモニタリングデータや

研究情報等を一元的に収集・整理・提供するなど、霞ヶ浦に関する情報の共有化を図る。 

   

（b）水環境調査研究事業 

    平成１７年度から、次に示す９件の調査研究に取り組んでいる。 

・霞ヶ浦における優占藻類種の動態及び優占機構に関する調査研究 

・霞ヶ浦の溶存態有機物に関する調査研究 

・霞ヶ浦のリンの増加原因に関する調査研究 

・白濁現象に関する調査研究 

・霞ヶ浦の水塊・潮流に関する調査研究 

・各種原単位に関する調査研究 

・流域管理に関する調査研究 

・湖内水質等のモニタリング 

・涸沼・牛久沼の水質保全に関する調査研究 

  

（２）中断したテーマ 

  

Ａ．流域対策技術の開発 

（a）「有用高機能微生物の特性評価と応用化技術」の中の「窒素除去に関する硝化菌と微小

動物の担体等への共存化高度定着システム」は、窒素・リン除去高度処理浄化槽システムの
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ヘドロセラミックス担体への硝化菌の定着技術として採用された。しかし、ここで開発したセラ

ミックス担体を充填した嫌気ろ床・生物ろ過プロセスは、その後の窒素・リン除去高度処理浄

化槽システムの普及が遅れたため、研究を中断した。 

 

（b）「バイパス方式による生物膜活用高度河川・水路浄化システムと資源循環型担体の利用

技術の開発」の中の「ハイブリッド型高度河川・水路システム」は、日立プラントテクノ(株)にて

汚濁水を嫌気槽（プラスチック担体充填）と好気槽（セラミックス担体充填）のシリーズで処理

後、脱リン剤吸着塔でリンを除去するリン資源回収浄化システムとして１件の販売実績を得た。

しかし、その後の市場ニーズが見出せず開発を中断した。 

 

Ｂ．モニタリング技術の開発 

   （a）水質管理を目的とした流域管理のモニタリングシステム 

「ニューラルネットワーク解析を利用したモニタリングシステム」は、茨城県外の国内外関連プ

ロジェクトへの展開は進めているが、霞ヶ浦では採用に至っていない。本研究課題に参加し

た企業は、近赤外分光法による環境測定技術、モニタリングシステムともに展開できる市場

が見出せないため、開発を中断した。 

 

なお、研究課題の変遷とフェーズⅢの現状を整理し、図Ⅱ－４に示す。 
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図Ⅱ－４ 研究課題の変遷とフェーズⅢの現状 

WG1 有用微生物を活用した窒素・リン高度除去化機能強化システムの開発

フェーズⅠの研究課題

WG2 生態工学を導入した汚濁環境水質改善，底質改善，リサイクル化技術の開発

WG3 水環境改善効果の総合評価と最適処理システムの整備手法の基礎創造技術の開発

地域COE拠点として茨城県霞ヶ浦環境科
学センター開所
 (平成17年4月完成)

新規起業              ：2件
特許出願(内外国) ：14(3)件
原著論文              ：36件
商品化                 ：4件

(WGI 流域対策技術の開発)

    1-1 低濃度基質、長期間培養等の増殖速度の
          遅いタイプに着目した新しい微生物分離培養
          法による脱リン菌株等の新規微生物の探索
    1-2 有機物・窒素・リン高度同時除去型バイオリ
          アクターの設計・試作
    1-3 有用微生物機能強化システム作りにおける
          汚濁物質分解能の評価解析（霞ヶ浦湖沼底質
          改善の検討）
    1-4 窒素除去に関する硝化菌と微小動物の担
          体等へ の共存化高度定着システムの開発
    1-5 有用微生物の探索・利用による水質浄化
          及び汚泥の減量化システムの開発

    2-1 浄化用改良土を使用した汚濁水浄化シス
          テムの充実化及び展開
    2-2 花水路、ジョーカーユニットによる窒素・リ
          ン除去システムの開発

    3-1 高機能微生物を活用した高効率合併処理浄
          化システムによる窒素・リン等汚濁負荷削減技
          術の開発及び難分解性COD除去法の開発

    4-1 水耕生物ろ過の最適運用条件に関する研
          究開発
    4-2 資源循環・ビオトープ共生型ハイブリッド浄
          化システムの最適手法の開発

    5-1 バイパス方式による嫌気好気生物膜と脱リ
          ン吸着剤を用いたハイブリッド型高度河川・水
          路システムの開発
    5-2 生活排水からのリン除去として脱リン吸着
          剤としてのセブントール等の浄化槽システムへ
          の導入に当たっての担体充填法、メンテナン
          スフリー化等の最適化条件とハード化システム
          技術の開発

    6-1 省エネルギー型発生源浄化システムの開発

    7-1 高機能微生物製剤を既存の浄化槽及び新
          設の浄化槽に導入した処理技術の効果の
          解析
    7-2 既存浄化槽への窒素・リン高度処理システ
          ムの付加と機能改善手法の確立
    7-3 生活水の高機能新設型の合併浄化槽とし
          ての窒素・リン除去流量調節型ヘドロセラミッ
          クス充填生物ろ過システムの試作

1  有用高機能微生物の特性評価 と応用化の技術開発

3  高機能微生物を活用した省エネ・省コスト型生活
   系・事業場系排水の窒素・リン・難分解性有機物除
   去技術の開発と評価

2  土壌微生物を用いた生態工学浄化システムの開発

7  窒素・ リン除去への既存浄化槽の改良および
   新技術開発と評価

6  直接方式による有用微生物または物理化学的手
   法を活用した低濃度汚濁水の処理技術の開発と
   評価

5  バイパス方式による生物膜活用 高度河川・水路
   浄化システムと資源循環型担体の利用技術の開発

4  水生植物を用いた生態工学浄化システムの開発

・臭気物質のオゾン処理
  (河川の上水処理)

・水生植物による水浄化システム
  (ビオパーク方式、有用植物利用)

・キャピレックスによる水浄化システム

・マイクロウォーターシステムによる汚濁
  物質の沈降分離

フェーズIIIの現状 (主な成果)

・嫌気ろ床/土壌トレンチ水浄化システム
・プラグフロー2相式メタン発酵システム
  (メタン発酵、電気化学的処理)

・窒素・リン除去高度処理浄化槽システム
  …改良型、新設一体型
  (吸着脱リン・回収プロセス、ヘドロ
  セラミックス担体)

・ニューラルネットワーク解析によるモニ
  タリング

・地域社会環境システム総合評価モデル
  (県のフェーズIII展開事業等に展開)

・霞ヶ浦バイオマスリサイクル開発事業
  (生ゴミ・家畜ふん尿のエネルギー化、
  残渣の有効利用)

・豊かな生き物を育む湖沼の再生
  (湖沼の底質改善)

(県のフェーズIII展開事業)

    8-1 密度流拡散方式による大規模汚泥湖沼の水
          環境修復技術の評価及び土着微生物を用いた
          湖沼底質の直接浄化手法の開発

    9-1 寄生微生物による藍藻類分解除去技術の
          開発
    9-2 霞ヶ浦用水のアオコ対策と水質保全
    9-3 生物処理システムにおける水質の高度化
          及び藻類分解に寄与する有用微生物の分解
          培養・製剤化

    10-1 電気分解を用いた浮上分離法による藍藻
           除去法の評価
    10-2 電気化学的処理を用いた藍藻類・汚泥等
           の高速凝集分離プロセスと分離汚泥酸化減容
           プロセスのハイブリッド化システムの試作・開発
    10-3 マイクロ波誘電加熱を用いた藍藻類殺滅
           除去技術の開発

    11-1 藍藻類や汚泥の油化による減容化と残査
           の有効利用システムの開発
    11-2 浚渫底泥を用いたマイクロポーラセラミックス
           の製造

8  湖沼底質の改善浄化手法の開発

11  藍藻類・汚泥の有効利用法の開発

9  微生物を用いた 藍藻類除去システム・湖沼水質
   改善技術の開発

10  物理化学的手法を用いた藍藻類除去システム・
    湖沼水質改善技術の開発

(WGII 湖内対策技術の開発)

    12-1 湖沼や河川の水質浄化を担う有用微生物
           の評価解析法としてのニュウーラルネットワー
           ク解析を利用したモニタリングシステムの
           開発
    12-2 霞ヶ浦水質改善モニタリングシステムの
           開発

    13-1 発生源、面源負荷量の推定
    13-2 費用投資及びエネルギー投入量の
           評価
    13-3 費用投資及びエネルギー投入量から
           見た処理設備の適正配置手法の開発

12  水質改善を目的とした流域管理のモニタリング
    システムの開発

13  流域管理のための水質改善費用投資およびエネ
    ルギー投入効果の評価手法の開発

(WGIII モニタリング技術の開発)

    14-1 総合的な流域管理手法の確立
    14-2 新規開発技術総合計画の検討

14  総合的な流域管理手法の確立

(WGIV 総合的な流域管理手法の確立)

フェーズIIの研究課題

  1-A-1   低濃度基質，長期間培養などの増殖速度の遅いタイプに着目した新しい微生物分離培養法による脱
              リン菌等の新規微生物の探索

  1-A-2   模擬環境マイクロコズムを用いた生態学的視点から見た負荷削減効果の評価手法の開発と微生物
              製剤導入技術の総合評価

  1-A-3   水圏モデル生態系フラスコマイクロコズムの開発とモデルシステムによる微生物製剤等の導入の
              生態系影響評価手法の開発

  1-A-4   窒素除去に関する硝化細菌，脱窒菌の探索と微小動物の担体への共存化高度定着化システムの開発

  1-A-5   有用微生物機能強化システム作りにおける既存の微生物製剤と新規の微生物製剤の汚濁物質分解能
              の評価解析

  1-A-6   生物処理システムにおける水質の高度化，汚泥分解に寄与する有用微生物の浄化槽，河川浄化生物
              リアクターからの分離培養，製剤化の開発

  1-A-7   有用微生物の探索・利用による水質浄化および汚泥の減量化システムの開発
  1-A-8   模擬環境マイクロコズムシステムの確立とそのシステムを用いた高度処理の有無と微小動物，細菌，
              藻類等の相互作用から見た改善効果の解析・評価手法の開発

  1-A-9   霞ヶ浦の浄水場の流入水中の藻類の種類の同定，バイオマス等の調査と浄水処理システムにおける
              捕食能の高い微生物の探索，培養技術の確立による低濃度廃水を対象とした有用微生物による浄化手
              法の解明

  1-A-10 藻類による水質汚濁機構の解明と制御に関する研究

  1-B-1   河川・水路浄化システムと水生植物ビオパーク浄化システムの組み合わせによる資源循環・ビオトープ
              共生型ハイブリッド浄化システムの最適手法の開発と有用微生物・資源の高度定着化・リサイクル技術
              の確立と総合評価

1-A  有用微生物の大量培養・胞子化・製剤化手法と模擬生態系による評価手法の開発

1-B  高機能微生物および物理化学的手法を活用したハイブリッド型高度河川・水路浄化システムの
       開発とビオパーク浄化資源化型システムの開発

  1-B-2   水生植物の植栽手法における最適条件の検討と場の環境条件に応じた植物，植栽手法と水質浄化シス
              テムの開発によるエコトンからみた解析評価の研究

  1-B-3   水生植物を用いたハビタットの創出手法の確立のための資源化有効活用の探索と循環システム

  1-B-4   バイパス方式による嫌気好気生物膜と脱リン吸着剤を用いたハイブリッド型高度河川・水路浄化システム
              の開発
  1-B-5   バイパス方式による生物膜流動床を組み込んだ河川・水路高度浄化システムの開発

  1-B-6   バイパス方式によるゼオライト，土壌微生物を利用した生物ろ床方式河川水路水浄化システム

  1-B-7   省エネルギー型発生源浄化システムの開発

  1-B-8   連通した大空隙を有するポーラスコンクリートブロックを利用した生態系保全型水質浄化システム

  1-B-9   水生植物を主体とした富栄養化の資源化型浄化システム「ビオパーク方式」の多様な立地条件と目的
              に応じた施設設計，植栽組み合わせ，運転操作手法の確立

  1-B-10 土壌被覆型循環接触ばっ気式汚水処理装置及び工法の応用研究

  1-B-11 高度微粒砂添加リサイクル型超高速凝集分離直接浄化システムの研究

1-C  高機能微生物を活用した高効率合併処理浄化システムによる窒素・リン等汚濁負荷削減技術の開発

  1-C-1   高機能微生物を導入した新技術の開発と構造，維持管理手法の両面に立った単位プロセスの組み
              合わせの最適化一元化総合システムの開発と総合評価

  1-C-2   霞ヶ浦流域における小規模事業所排水の質と量と高度合併処理浄化槽の適応に関する研究

  1-C-3   高機能微生物を活用した新技術の性能評価の最適化システムと性能評価試験法およびモニタリング
              手法の確立

  1-C-4   高機能微生物を既存の浄化槽および新設の浄化槽に導入した処理技術の機能強化手法の効果の
              解析評価
  1-C-5   高度拡張型合併処理晋処理方式の開発

  1-C-6   高機能微生物を活用した高効率合併処理浄化システムによる窒素・りんの除去法及び難分解性COD
              除去法の開発

  1-C-7   既存浄化槽への窒素，リン高度処理システムの付加と機能改善手法の確立

  1-C-8   生活排水び高機能新設型の合併処理浄化槽としての窒素・リン除去流量調整ヘドロセラミックス充填
              生物ろ過システムの開発

  1-C-9   生活排水からのリン除去として脱リン吸着剤としてのセブントール等の浄化槽システムへの導入にあ
              たっての担体充填法，メンテナンスフリー化等の最適条件とハード化システム技術の開発

2-A  底質改善の直接浄化手法の開発

  2-A-1   土着微生物を用いた湖沼底質の直接浄化手法の開発

  2-A-2   底質のオンラインモニタリング手法の開発と底質特性の解析・評価

  2-A-3   生物付着担体性の高い多孔質セラミックス；ヘドロセラミックス製造技術の開発

  2-A-4   密度流拡散方式による大規模汚濁湖沼の水環強修復技術の開発

  2-A-5   水浄化に最適で効率的な，太陽，風力エネルギー利用によるクリーンエネルギー電源システムの開発

2-B  藍藻類除去システムの開発
  2-B-1   有毒藍藻類の増殖制御技術の開発に関する研究

  2-B-2   有用微小動物を用いた藍藻類分解リアクターシステムの高効率化および生態学的最適浄化手法の開発

  2-B-3   寄生微生物による藍藻類分解除去技術の開発

  2-B-4   水中超音波を用いた藍藻類の殺藻技術の開発

  2-B-5   マイクロ波誘電加熱を用いた藍藻類殺滅除去技術の開発

  2-B-6   霞ヶ浦農業用水の藍藻類対策と水質保全

  2-B-7   マイクロウォーターシステムによる藍藻類等懸濁物質分離技術の開発

2-C  藍藻類・汚泥の有効利用法の開発
  2-C-1   汚泥や底泥を利用した効率的堆肥化システムの開発と物理化学的酸化分解減容化システムの評価
              ならびに総合化システムの開発

  2-C-2   超伝導による藍藻類，汚泥等の高速凝集ろ過プロセスと汚泥酸化減容プロセスのハイブリッド化シス
              テムの技術開発
  2-C-3   電磁場・マイクロ波照射複合処理による藍藻類・汚泥等の高速凝集分離プロセスと分離汚泥酸化減容
              プロセスのハイブリッド化システムの技術開発

  2-C-5   霞ヶ浦底質中のダイオキシン低減化に向けたダイオキシンに汚染された汚泥，土壌および掘り出し
              焼却灰の無害化処理に関する研究

  2-C-4   光化学反応および膜処理による水質浄化の研究

3-A  流域管理のためのモニタリングシステム・マルチビジョン化システムによる水質改善効果の評価手法の開発

  3-A-1   流域管理のための高度モニタリングシステム・マルチビジョン化システムによる水質改善効果の評価
              手法の開発

  3-A-2   湖沼や河川の水質浄化を担う有用微生物の評価解析手法としてのニューラルネットワーク解析を利用
              したモニタリングシステムの開発

  3-A-3   湖沼の水質連続自動測定データに基づく解析評価による最適測定点モデルシステムの確立

  3-A-4   水環境における総合的な評価システムの技術確立に関する研究

  3-A-5   霞ヶ浦水質改善モニタリングシステム

  3-A-6   コンピューターによる定点水質観測システムの開発

3-B  コンピューターシュミレーションによる費用投資およびエネルギー投入効果の評価手法の開発

  3-B-1   流域管理のための高度モニタリングシステム・マルチビジョン化システムによる水質改善効果の評価
              手法の開発

  3-B-2   霞ヶ浦流域における面源負荷量の推定とその削減法

  3-B-3   排水処理技術の処理能力の限界値に対する実験的解析評価と放流水規制目標値の設定手法の開発

・微生物を用いた藍藻類除去システム
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２．２．４ 成果・技術移転の状況  

―実用化・商品化・起業化の状況― 

 

（１）論文および特許 

 

フェーズⅢの成果としての論文件数と特許出願件数は表Ⅱ－１２のとおり。 

 

表Ⅱ－１２ フェーズⅢの論文と特許出願件数 

                                      （単位：件） 

項  目 件  数 

原著論文 国内：２０、 国際：１６ 

特許出願 国内：１２、 国際： ２ 

 

（２）実用化 

 

Ａ．プラグフロー２相式メタン発酵システム 

霞ヶ浦バイオマスリサイクル開発事業の研究の成果を発展させ、生ゴミ等のエネルギー資源

化と廃棄物の有効利用技術としてプラグフロー２相式メタン発酵システムを開発した。 

平成１８年末に商品化する予定であり、事業化推進のため（有）バイオテック研究所を設立し

た。 

もとになったテーマ ・無動力型嫌気ろ床／土壌トレンチ浄化システム 

・電気化学的処理による藍藻類・汚泥等の処理技術 

・メタン化と固形化処理による有効利用 

主な研究機関（研究者） 筑波大学（前川孝昭） 

実用化の概要 漬け物業者や食品加工業者等の廃棄物を対象に発酵処理で

得られるメタンを燃料として回収し、廃水を電気化学的処理と土

壌トレンチなどで処理し、残存固形物は堆肥化して窒素・リン・

カリをリサイクルするシステムである。プロセスは次のとおり。 

酸発酵 → メタン発酵 → 電気化学的処理 → 土壌トレ

ンチ → 土壌蒸発散 

課題・問題点  ―― 

  

Ｂ．上水道のオゾン処理による臭気物質の除去 

オゾン処理による臭気物質の除去技術の実証試験で県の水質管理基準を満足することを確

認し、利根川水系上水道処理に従来の活性炭法を代替して採用した。  

もとになったテーマ ・臭気物質のオゾン処理 

主な研究機関 茨城県企業局  
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実用化の概要 オゾン処理によってオシラトリア、ホルミジウムなどの臭気物質を

分解する。しかし、湖水系は底泥中の海水由来の臭素イオンが

有害な臭素酸として副生するため適用できない。 

課題・問題点 湖水系での臭素酸副生防止の技術開発が必要である。 

 

（３）商品化 

 

Ａ．ＨＳ－mＮ型高度処理浄化槽（型番のｍは能力ｍ人用を示し、商品では数字が入る） 

窒素・リン除去高度処理浄化槽システムを霞ヶ浦方式浄化槽として平成１５年に型式認定を

得て、販売を開始した。浄化槽の水質基準に窒素、リンが含まれていないため、設備費が高い、

メンテナンスが難しいなどが普及の障壁になっている。 

もとになったテーマ ・高度処理浄化槽システム 

・藍藻類・汚泥の有効利用（ヘドロセラミックス） 

商品化した企業 チュラルテック(株) 

商品の概要 窒素などの汚濁物質を分解する微生物の担体としてヘドロセラミック

スを使用した浄化槽とこれにリンを除去する後述のＫＴ－ｎＰ型脱リン

装置を組み合わせた浄化槽の２種がある。 

販売実績 ４件以上 

 

Ｂ．ＫＴ－ｍＰ型脱リン装置（型番のｍは能力ｍ人用を示し、商品では数字が入る） 

既設の浄化槽に追加してリンを除去する装置である。 

もとになったテーマ ・リン除去・資源回収システム 

商品化した企業 チュラルテック(株) 

商品の概要 リンを回収しない鉄電解リン除去プロセス、リンを回収できる吸着脱リ

ンプロセスの２種がある。但し、吸着脱リンプロセスにはリンを高純度

リン酸ナトリウムとして回収するプロセスは含まれていない。 

販売実績 詳細不詳であるが少ない。 

 

Ｃ．マイクロウオーターシステム 

もとになったテーマ ・電気分解を用いた沈降分離 

商品化した企業 (株)イガデン 

商品の概要 電解槽でダム湖、工場排水、酪農排水を電気分解反応処理し、分

解・無害化する。薬品を使用しない浄化技術として販売している。 

販売実績 ２０件 

 

Ｄ．ビオパレット、グリーンサークル 

 クレソンを植栽したビオパーク方式が窒素・リン除去に有効であるなどの成果を自社のビオ

パーク方式浄化システムに応用して販売する中で、「ビオパレット」、「グリーンサークル」を商

品化した。 
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もとになったテーマ ・水耕栽培ビオパーク方式浄化システム 

商品化した企業 (株)トップエコロジー（現在(株)クライスに業務移管） 

商品の概要 ビオパレットは屋上緑化を兼ねたビオパーク方式の廃水処理装

置、グリーンサークルは酪農搾乳場等向けのビオパーク方式の廃

水処理装置である。 

販売実績 ビオパレット   ： ３件 

グリーンサークル： １件 

 

（４）起業化 

 

フェーズⅡまでに３社が起業（その後１社が解散）したが、フェーズⅢで新たに２社が起業した。 

 

Ａ．(有)バイオテック研究所 

無動力型嫌気ろ床／土壌トレンチ浄化システム等をフェーズⅢとして取り組んだ霞ヶ浦バイ

オマスリサイクル開発事業で発展、実用化した「プラグフロー２相式メタン発酵システム」を市場

展開するために設立した。当面、漬け物業者、食品加工業者等の廃棄物処理を対象に販売す

る。 

もとになったテーマ ・無動力型嫌気ろ床／土壌トレンチ浄化システムなど電気化学

的処理による藍藻類・汚泥等の処理技術 

・メタン化と固形化処理による有効利用 

会社名（設立年月日） (有)バイオテック研究所（平成１６年５月７日） 

代表者の氏名 前川 孝昭（筑波大学教授） 

事業の概要 生ゴミ、家畜ふん尿等の処理としてメタン発酵装置“プラグフロ

ー２相式メタン発酵システム”の開発・設計を行う。 

平成１８年末から販売開始する。 

 

Ｂ．(株)サンケアフュエルズ 

霞ヶ浦バイオマスリサイクル開発事業から派生した広義のバイオマスリサイクルとして、ひまわ

り等を原料とするバイオディーゼルの開発と事業化推進のため、松村正利筑波大学教授など

が中心となって設立した。  

もとになったテーマ ・生ゴミ、家畜廃棄物のリサイクル技術から派生したバイオマス

リサイクル技術 

会社名（設立年月日） (株) サンケアフュエルズ（平成１６年６月２４日） 

代表者の氏名 若林 恒平 

事業の概要 ひまわり等を原料とするバイオディーゼルの連続生産プロセス

と副産物の高付加価値化技術を確立する。事業化のための原

料入手先として海外の休耕地利用を検討している。 
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２．２．５ コア研究室等研究機関の現状 

 

 平成１７年４月に、霞ヶ浦をはじめとする茨城県内の湖沼、河川の水環境や大気環境などの保

全に取り組むため、「調査研究・技術開発」、「環境学習」、「市民との連携・支援」、「情報・交流」

の４つの機能を、市民・研究者・企業・行政のパートナーシップのもと、効果的に発揮できる施設と

して、茨城県霞ケ浦環境科学センターを開設し、同年 7 月に同センター内にコア研究室の機能を

移設した。 

 同センターでは、霞ヶ浦の水質汚濁機構の解明と水質保全対策の提言を目的とした課題解決

型の調査研究に取り組んでいる。さらに、ミリオンズレイク研究事業として、霞ヶ浦流域の地域特

性を踏まえた効果的な水質浄化対策についての調査研究を進め、地域研究機関の中核として、

水環境修復技術の研究開発を継続し、ネットワーク型地域ＣＯＥの構築を進めている。 

 

（１）コア研究室・研究基盤の整備状況等 

 

(株)つくば研究支援センター内に設置されたコア研究室は、フェーズⅡ終了後も平成１６年度

までは、霞ヶ浦における水と人とのかかわり、霞ヶ浦バイオマスリサイクル開発事業、豊かな生き物

を育む湖沼の再生などの研究拠点として活用されてきたが、平成１７年７月に茨城県霞ヶ浦環境

科学センターの共同研究室にコア研究室の機能を移転した。 

研究基盤の強化として、平成１７年度から新たに茨城県霞ケ浦環境科学センターで１０名の研

究者により、「霞ヶ浦における優占藻類種の動態及び優占機構に関する研究」など霞ヶ浦の水環

境保全に係わる９つのテーマの調査研究を行っている。 

 

（２）雇用研究員の現状・移動状況 

 

雇用研究者２４名は、表Ⅱ－１３に示すように、すべてフェーズⅡ終了後に派遣元に復帰し、あ

るいは他の研究機関等に移動または就職した。フェーズⅢにおいて研究を継続しているのはそ

のうち３名である。 
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表Ⅱ－１３ 雇用研究員の現状 

（単位：人） 

中核機関（コア研究室）  － 

派遣元復帰（テーマ継続） 

派遣元復帰（テーマ変更） 

 ３ 

 ３ 

派遣元復帰 計  ６ 

大学 

公的研究機関 

企業 

その他 

 ８ 

 ５ 

 ２ 

 ３ 

他

へ 

の 

移

動 他への移動 計 １８ 

 

なお、雇用研究員の中に中国、タイ、韓国、フィリピンからの留学生８名が含まれていたが、例

えば、中国雲南省の太湖水環境修復モデルプロジェクトに参画している者がいるなど、帰国後、

結集型事業での成果を応用した同種の研究開発に参画している研究者がいることが確認され

た。 

 

２．２．６ 研究者ネットワーク等の現状 

 

 霞ヶ浦水質浄化プロジェクトには、大学、国（独立行政法人）や県の試験研究機関、研究開発

型企業、４７機関約１３０名の研究員が結集して取り組むことになった。プロジェクトを円滑に推進

するため、平成９年、(財)茨城県科学技術振興財団内に置いた茨城県地域結集型共同研究事

業共同研究推進委員会の付属機関として「霞ヶ浦浄化技術研究会」を設置した。 

 研究会は、会長に本プロジェクトの研究統括の須藤隆一東北工業大学客員教授を選任し、年１

回以上の会合を重ね、プロジェクトの円滑な運営、フェーズⅢとしての情報交換や課題提起など

の活動を推進してきた。フェーズⅡ終了後も継続し、現在までに計９回の研究会を開催し、参加

者も当初の約５０人から最近は約１００人に増加している。 

また、結集型事業の成果を展開するためのネットワークとして、平成１３年度に設置した「つくば

産業フォーラム」の中に「循環型社会を目指すつくばフォーラム」と「つくばエンバイロフォーラム」

をいずれも平成１４年度に設置した。 

「循環型社会を目指すつくばフォーラム」は、環境事業を専門とする企業が結集し、循環型社

会の構築を目指して企業と研究機関の連携により、共同研究・開発やアライアンスによる共同研

究を行うことを目的に、フォーラムを年２回程度開催している。現在、会員は８７団体、企業５８社の

構成である。 

「つくばエンバイロフォーラム」は、環境事業に関連する企業が結集して、環境浄化に関する講
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演会や施設見学会、ビジネスプラン発表会などを通して企業と研究機関の連携による公募事業

への応募、採択による製品開発を行うことを目的に、年２回程度開催している。現在、会員は３９

団体、企業１０２社の構成である。 

 これらの研究者ネットワーク等の現状をまとめると表Ⅱ－１４のとおり。 

 

表Ⅱ－１４ 研究者ネットワーク等の現状まとめ 

ネットワークの名称 主催機関等 概  要 

霞ヶ浦浄化技術研究会 (財)茨城県科学技

術振興財団 

結集型事業発足と同時に設置し、事業の円滑な

運営、情報交換や課題提起などの活動を推進し、

現在も継続している。 

構成：産学官４７機関、約１３０名が結集 

循環型社会を目指す

つくばフォーラム 

代表幹事：(株)ダイ

ヤ分析センター 

事務局：茨城県工

業技術センター 

環境事業を専門とする企業が結集し、企業と研究

機関の連携による共同研究・開発等を行うことを

目的とする。 

構成：産学官８７機関、企業５８社が結集 

つくばエンバイロフォー

ラム 

代表幹事：中山環

境エンジ(株) 

事務局：茨城県工

業技術センター 

環境事業関連の企業が結集し、企業と研究機関

の連携による公募事業への応募、採択による製品

開発等を行うことを目的とする。 

構成：産学官３９機関、企業１０２社が結集 

 

今後、これらのネットワークがネットワーク型地域ＣＯＥの拠点として活動を開始した茨城県霞ケ

浦環境科学センターとタイアップした活動を継続していくことにより、研究者・企業・市民・行政間

のネットワークが拡大されることが期待される。 

 

 

２．３ フェーズⅢのまとめ 

 

新技術、新産業の創出に関しては、研究継続のための資金支援がない等の問題指摘もあった

が、フェーズⅡの成果を発展させた窒素・リン除去高度処理浄化槽システム、２相式メタン発酵シ

ステム、電気化学的浄化技術等の優れた技術が実用化、商品化につながるなどフェーズⅡに引

き続いて多くの成果が得られた。しかしながら、霞ヶ浦の水質浄化に向けて有効なシステムとして、

茨城県が「霞ヶ浦方式」と称して補助制度を設け、その普及を図ろうとした窒素・リン除去高度処

理浄化槽システムの導入は必ずしも思うように進んでおらず、霞ヶ浦の水質浄化に向けた機運の

醸成や浄化槽設置後の維持コストなど技術面だけでは解決できない課題があることも明らかにな

ってきた。 

環境問題に関する課題の多くがそうであるように、コスト面の問題から企業による事業化のハー
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ドルは高く、また、法律等による規制と一体的に取組を進めることが不可欠である。茨城県をはじ

め行政が引き続き主導的な役割を果たすことが必要であり、今後とも、各種支援制度の充実や新

たな水質基準づくりとその実施プログラムの明確化、さらには、結集型事業の成果を活用した地

域関連企業の事業参入を促進するための環境整備など、県の更なる取組に期待したい。 

茨城県霞ケ浦環境科学センターの設立は、地域ＣＯＥの拠点として特筆すべきことと考えられ

る。ただ、フェーズⅡ終了後、設立までに２年半の時間を要したため、研究者の退任などもあり、

成果の継続性が十分に確保できなかったように感じられる。たとえば、同センターにおける結集型

事業に関連する研究の継続・充実や、同センターを核とした住民への情報発信による霞ヶ浦水質

浄化に向けた機運の醸成など、結集型事業を通じて取り組んだ課題の解決に向けて、住民も含

めた茨城県全体の一層の努力が必要であろう。 
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